
 

瑞浪市土地開発事業及び特殊建築物に関する条例施行規則 

 

（趣旨） 

第１条 この規則は、瑞浪市土地開発事業及び特殊建築物に関する条例（平成13年条例第

16号。以下「条例」という。）の施行に関し、必要な事項を定めるものとする。 

（用語の定義） 

第２条 この規則において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところに

よる。 

(１) 区画の変更 公共施設の新設、改廃による土地の区画の変更をいう。 

(２) 過去の所有形態 ３年以内の土地の所有形態をいう。 

(３) 一体の事業 事業者、工事設計者、工事施行者のいずれかが同一の事業の場合を

いう。 

(４) 同一の企画 同一の土地利用形態をいう。 

(５) 地域住民 土地開発区域界から100メートル以内に現に居住する住民をいう。 

(６) 利害関係者 土地開発区域又は、土地開発区域界から100メートル以内に権利を

有する者及び土地開発区域が存在する地元区長（区長の下に組長がある場合は組長を

含む。） 

(７) 瑞浪市都市計画マスタープラン 都市計画法（昭和43年法律第100号）第18条の

２の規定に基づき定めた瑞浪市の都市計画に関する基本的な方針をいう。 

（適用範囲除外） 

第３条 条例第３条第１項第７号に定める、その他市長が特に必要と認める土地開発事業

とは、国又は県の補助により行う土地開発事業及び公共事業に伴う代替施設等の土地開

発事業をいう。 

（土地開発事業の協議内容） 

第４条 条例第４条に規定する協議は、土地開発事業計画協議申出書（様式第１号）に必

要な書類を添えて、正本１通、副本１通を提出しなければならない。ただし、残土処分

及び堆積のみを目的とした事業の協議は、土地開発事業計画協議申出書（様式第１号１

の２）を提出して行うものとする。 

２ 各法令等の規定に基づく土地開発事業は、その法令に基づく事前協議申請書を前項の

申出書と代えることとする。 

３ 市長は、法令に定めるもののほか、瑞浪市土地開発事業及び特殊建築物に関する指導

要綱（平成13年瑞浪市告示第31号。以下「要綱」という。）に規定する基準に基づいて

申出の内容を検討し、当該申出の内容が適当であると認めるときは土地開発事業協議の

承認書（様式第２号）により第６条第１項に定める協定の締結を求めるとともに、事業

者に対し各法令等による許可、認可及び確認等の手続がある場合は、その手続を行うよ

う通知するものとする。 

４ 市長は、前項の規定による検討の結果、適当でないと認めるときは、土地開発事業協

議の変更（中止）要請書（様式第３号）により事業者に対し申出の内容の変更若しくは

事業の中止について要請するものとする。 

５ 市長は、事業者が正当な理由がないのに前項の規定により通知した日から起算して２

年を経過しても第６条第１項に規定する協定の締結がない場合は、事業者に対して土地

開発事業協議承認取消書（様式第４号）をもって当該土地開発事業の承認を取消すこと

ができるものとする。 

６ 事業計画の検討は、次に掲げる事項を基準として行うものとする。 

(１) 事業計画は、土地の利用目的が瑞浪市総合計画、瑞浪市都市計画マスタープラン

その他土地利用に関する計画に適合するものであること。 

(２) 要綱に規定する基準に適合するものであること。 



 

（特殊建築物の協議内容） 

第５条 条例第４条に規定する特殊建築物の協議は、特殊建築物協議申出書（様式第５号）

に必要な書類を添えて、正本１通、副本１通を提出しなければならない。 

２ 市長は、申出の内容を検討し、当該申出内容が適当でないと認めるときは、特殊建築

物協議の変更（中止）要請書（様式第６号）により事業者に対して申出の内容の変更若

しくは中止について指導し、又は要請するものとし、適当であると認めるときは特殊建

築物協議の承認書（様式第７号）により事業者に対し各法令等による建築行為の手続を

するよう通知するものとする。 

３ 事業計画の検討は、要綱に規定する基準に適合するものであること。 

（協定の締結内容） 

第６条 事業者は、条例第８条に定める公共施設等の移管の協議その他必要な事項につい

て、関係法令等の許認可手続に先立ち、瑞浪市土地開発事業に関する協定書（様式第８

号）により市長と協定を締結しなければならない。 

２ 協定を締結した事業者は、瑞浪市土地開発事業に関する協定締結済証（様式第９号）

を土地開発区域内の良く見える場所に設置しなければならない。 

（工事の着手） 

第７条 事業者は、前条第１項による協定を締結した後でなければ工事に着手してはなら

ない。 

２ 事業者は、工事に着手するときは、着工日の７日前までに着工届（様式第10号）を市

長に届け出なければならない。ただし、特に問題がないと市長が認めた場合は着工日前

日までに届け出るものとする。 

（事業の変更、中断、廃止等） 

第８条 事業者は第６条第１項による協定締結後、事業内容を変更しようとするときは、

事前に土地開発事業計画協議変更申出書（様式第11号）により市長と協議しなければな

らない。 

２ 事業者は、土地開発事業を廃止し、又は工事を２か月以上中断しようとするとき若し

くは中断した工事を再開しようとするときは、速やかに市長に土地開発事業に係る工事

廃止、中断、再開届（様式第12号）により届け出なければならない。この場合において、

事業者は、あらかじめ地域住民又は利害関係者との調整を図っておかなければならない。 

（地位の承継） 

第９条 第６条第１項の規定による協定の締結後、当該土地開発区域内の土地所有権その

他の当該土地開発事業を施行する権限を取得した者は、市長に地位承継承認申出書（様

式第13号）を提出し、承認を受けなければならない。 

２ 市長は、地位承継承認申出書の提出を受けたときは、条例、本規則及び要綱の規定を

準用するものとする。 

（工事の完成検査） 

第10条 事業者は、土地開発事業に係る工事が完成したときは、速やかに完成届（様式第

14号）を市長に提出し、検査を受けなければならない。 

２ 市長は、前項の規定による完成届を受理したときは、遅滞なく当該工事が申請の内容

に適合しているかについて検査し、適合していると認めたときは、土地開発事業検査済

証（様式第15号）を事業者に交付するものとする。 

（公共施設等の管理の協議内容） 

第11条 条例第８条に規定する協議については、公共施設等の管理計画書（別表）に基づ

き、管理予定者との協議書（様式第16号）により行うものとする。 

２ 各法令等の規定に基づく開発許可を要する土地開発事業については、その法令等に規

定する協議をもって前項の協議に代えるものとする。 

３ 事業者は、公共施設等の用に供する土地を市に帰属又は寄附しようとするときは、土



 

地の帰属・寄附申出書（様式第17号）を市長に提出し、公共施設等を寄附しようとする

ときは、公共施設等寄附申出書（様式第18号）を市長に提出しなければならない。 

４ 事業者は、公共施設等の管理を市に移管するときは、公共施設等移管検査申出書（様

式第19号）を市長に提出し、公共施設等の検査（以下「移管検査」という。）を受けな

ければならない。 

５ 市長は、前項の移管検査を実施した後、事業者に対し公共施設等移管検査結果通知書

（様式第20号）により検査の結果を通知するものとする。この場合において、不備を認

めたときは、再度移管検査を実施するものとする。 

６ 事業者は、公共施設等の管理の移管手続が完了するまでの間、公共施設等の管理責任

を負わなければならない。 

７ 第１項の管理予定者との協議書に基づき前条第２項による土地開発事業検査済証の

交付までに管理を市に移管する公共施設等については、移管検査を省くことができる。 

８ 土地開発事業内容の変更に伴い、第１項の協議内容に変更が生じるときは、変更後の

施設等の管理について第１項を準用する。 

（経費） 

第12条 土地の帰属、寄附及び管理の移管に伴う経費は、事業者負担とする。 

（立入検査） 

第13条 条例第11条第３項の規定による立入検査をする市職員は、その身分を証明する立

入証明書（様式第21号）を携帯し、関係者の請求があった場合は、これを提示するもの

とする。 

（公表方法） 

第14条 条例第12条に規定する公表は、市報への掲載その他市長が適当と認める方法によ

り行う。 

２ 前項の規定により公表するときは、事業者に対し公表の２週間前までに書面により通

知し、弁明の機会を与えるものとする。 

（その他） 

第15条 この規則に定めるもののほか、必要な事項については、別に市長が定めるものと

する。 

 

附 則 

（施行期日） 

１ この規則は、公布の日から施行し、平成13年７月１日から適用する。 

（規則の廃止） 

２ 瑞浪市環境保全条例施行規則（昭和60年規則第27号）は、廃止する。 

附 則（平成17年６月27日規則第32号） 

この規則は、平成17年７月１日から施行する。 

附 則（平成18年３月27日規則第７号抄） 

（施行期日） 

第１条 この規則は、平成18年４月１日から施行する。 

附 則（平成19年３月14日規則第12号） 

この規則は、平成19年４月１日から施行する。 

附 則（平成21年３月26日規則第14号） 

（施行期日） 

１ この規則は平成21年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則の施行の際、現に従前の規則の規定に基づいてなされた処分又は手続きは、

この規則の相当規定に基づいてなされた処分又は手続きとみなす。 



 

附 則（平成25年12月20日規則第43号） 

（施行期日） 

１ この規則は、平成26年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則の施行の際、現に従前の規則の規定に基づいてなされた処分又は手続きは、

この規則の相当規定に基づいてなされた処分又は手続きとみなす。 

附 則（令和２年３月31日規則第27号） 

この規則は、令和２年４月１日から施行する。 

別表（第11条関係） 

公共施設等の管理計画書 

施設の名称 協議担当課 
土地及び施設の帰属

又は寄附採納の時期 

施設の管理の移管時期又は

管理の内容 

道路   検査済書交付１年後再検査

し、破損箇所手直しのうえ

市に移管する。ただし、事

業者又は地元が管理するも

のを除く。 

水路 

土木課 

 

調整池 

沈砂池 
  

検査済書交付２年後再検査

し、破損箇所手直しのうえ

市に移管する。ただし、事

業者又は地元が管理するも

のを除く。 

公園 都市計画課 

完了公告の日又は検

査済書交付日又はそ

の翌日 

検査済書交付１年後再検査

し、破損箇所手直しのうえ

市に移管する。 

緑地・緑道広

場等 
  

管理は事業者又は地元が行

うこと。 

街灯 

植樹 

土木課 

都市計画課 
 

幹線道路及び公園内の街灯

及び植樹は、検査済書交付

１年後再検査し、破損箇所

手直しのうえ市に移管す

る。その他の街灯及び植樹

は事業者又は地元が管理す

ること。 

上水道施設 

上下水道課  

同左。ただし、事業者又は

地元で管理するものを除

く。 
下水道施設 

防火水槽 消防本部  

検査済書交付１年後再検査

し、破損箇所手直しのうえ

市に移管する。 

消火栓 
消防本部 

上下水道課 
 同左 

ゴミ集積所 クリーンセンター 
事業者又は地元で管理すること。 

防犯灯 生活安全課 

集会場 市民協働課 完了公告の翌日 地元で管理すること。 

文化財 スポーツ文化課 担当課との協議により、定めるものとする。 



 

保育所 子育て支援課  

様式第１号（第４条関係） 



 

 



 

様式第１号１―２（第４条関係） 



 



 

 



 

様式第２号（第４条関係） 

 



 

様式第３号（第４条関係） 

 



 

様式第４号（第４条関係） 

 



 

様式第５号（第５条関係） 

 



 

様式第６号（第５条関係） 

 



 

様式第７号（第５条関係） 

 



 

様式第８号（第６条関係） 



 

 



 

様式第９号（第６条関係） 

 



 

様式第10号（第７条関係） 

 



 

様式第11号（第８条関係） 

 



 

様式第12号（第８条関係） 

 



 

様式第13号（第９条関係） 

 



 

様式第14号（第10条関係） 

 



 

様式第15号（第10条関係） 

 



 

様式第16号（第11条関係） 

 



 

様式第17号（第11条関係） 

 



 

様式第18号（第11条関係） 

 



 

様式第19号（第11条関係） 

 



 

様式第20号（第11条関係） 

 



 

様式第21号（第13条関係） 

 


